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〔
省

令
〕

〇
建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
国
土
交
通
五
一
）

J

〔
告

示
〕

〇
建
設
業
法
第
二
十
七
条
の
二
十
三
第
三
項

の
経
営
事
項
審
査
の
項
目
及
び
基
準
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
国
土
交
通
一
一
七
五
）

R

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

土
地
家
屋
調
査
士
法
第
三
条
第
二
項
第
二
号

の
規
定
に
基
づ
く
認
定
を
受
け
た
者
の
公
告

（
法
務
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

J
K

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構
入

札
、
独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
平

成
二
十
一
事
業
年
度
財
務
諸
表
（
年
金
積

立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人
・
独
立
行

政
法
人
農
業
環
境
技
術
研
究
所
）、
特
定

計
量
器
型
式
承
認
、
税
理
士
登
録
者
関
係

N
R

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
無
縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

Q
K

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

Q
O

〇
国
土
交
通
省
令
第
五
十
一
号

建
設
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
七
条
の
三
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る
第
二
十
六
条
の
八
及
び
第

二
十
七
条
の
三
十
六
の
規
定
に
基
づ
き
、
建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
月
十
五
日

国
土
交
通
大
臣

馬
淵

澄
夫

建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

建
設
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
建
設
省
令
第
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
八
条
の
三
第
一
項
第
二
号
中
「
営
業
年
数
」
を
「
営
業
継
続
の
状
況
」
に
改
め
、同
項
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

七

建
設
機
械
の
保
有
状
況

八

国
際
標
準
化
機
構
が
定
め
た
規
格
に
よ
る
登
録
の
状
況

第
二
十
一
条
の
六
第
二
号
中
「
次
号
、
第
四
号
及
び
第
二
十
一
条
の
八
第
四
項
に
お
い
て
」
を
「
以
下
」
に
、「
定
め

て
通
知
す
る
」
を
「
定
め
る
」
に
、「
基
準
に
照
ら
し
、
真
正
な
も
の
で
な
い
疑
い
が
あ
る
と
認
め
る
」
を
「
確
認
基
準

に
該
当
す
る
」
に
改
め
る
。

第
二
十
一
条
の
六
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
同
条
第
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

経
営
状
況
分
析
申
請
書
等
に
記
載
さ
れ
た
内
容
（
前
号
の
規
定
に
よ
り
補
正
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、

当
該
補
正
後
の
内
容
）
が
、
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
各
勘
定
科
目
間
の
関
係
、
各
勘
定
科
目
に
計
上
さ
れ
た
金

額
等
に
関
す
る
報
告
基
準
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
別
記
様

式
第
二
十
五
号
の
十
四
に
よ
る
報
告
書
を
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す
る
こ
と
。

第
二
十
一
条
の
六
第
五
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六

第
四
号
の
報
告
書
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
当
該
報
告
書
が
電
磁
的
記
録
で
作
成
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
次
に

掲
げ
る
電
磁
的
方
法
を
も
つ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

イ

登
録
経
営
状
況
分
析
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
使
用
に
係

る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
、
当
該
電

気
通
信
回
線
を
通
じ
て
情
報
が
送
信
さ
れ
、
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
情
報
が
記
録
さ
れ
る
も
の

ロ

磁
気
デ
ィ
ス
ク
等
を
も
つ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
情
報
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法

第
二
十
一
条
の
九
第
一
項
中
「
別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
四
」
を
「
別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
五
」に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
一
の
別
紙
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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